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第８次医療計画作成に
向けた国指針の方向性

在宅医療に係る

医療提供体制構築

について

資料３
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国における
検討過程

・在宅ワーキンググループにおける意見のとりまとめ
・第８次医療計画等に関する意見のとりまとめ
・「医療計画作成指針」及び「疾病・事業及び在宅
医療に係る医療提供体制構築に係る指針」改正
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意見の
とりまとめ
（在宅概要）

（１）在宅医療の提供体制

（２）急変時・看取り、災害時等における在宅医療の体制整備

（３）在宅医療における各職種の関わり
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（１）在宅医療の提供体制【具体的な内容抜粋】

 都道府県は、国から提供を受けたデータを踏まえ、在宅介護の提供体制も勘案しながら、適切な
在宅医療の圏域を設定し、地域での協議・調整を通じて体制整備を進める。

 「在宅医療において積極的役割を担う医療機関」及び「在宅医療に必要な連携を担う拠点」の目
標や求められる事項については、医療機関や当該拠点がそれぞれ担うべき機能や役割を整理する。

 圏域を設定するに当たって、在宅医療の場合、医療資源の整備状況や介護との連携のあり方が地
域によって大きく異なることを勘案し、従来の二次医療圏にこだわらず、できる限り急変時の対
応体制（重症例を除く。）や医療と介護の連携体制の構築が図られるよう、「在宅医療において
積極的役割を担う医療機関」及び「在宅医療に必要な連携を担う拠点」の配置状況並びに地域包
括ケアシステムの状況も踏まえ、市区町村や保健所圏域等の単位毎の医療及び介護資源等の実情
に応じて弾力的に設定することとする。

 「在宅医療において積極的役割を担う医療機関」及び「在宅医療に必要な連携を担う拠点」を圏
域内に少なくとも１つは設定することとする。

 「在宅医療に必要な連携を担う拠点」の整備状況や「在宅医療・介護連携推進事業」との連携に
ついて、実態把握と進捗確認を行う。



-5-

国資料
から抜粋
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国資料
から抜粋
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国資料
から抜粋
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（２）急変時・看取り、災害時等における在宅
医療の体制整備【具体的な内容抜粋】

 在宅医療の関係者間で情報共有や連携のあり方に関するルールを共有する
ため、在宅医療における急変時対応に関係する機関として消防機関や後方
支援を行う医療機関を明確化するとともに、地域の在宅医療の協議の場へ
の参加を促す。

 「在宅医療において積極的役割を担う医療機関」については、引き続き、
災害時等にも適切な医療を提供するための計画を策定することとする。

 「在宅医療に必要な連携を担う拠点」等において平時から連携を進めると
ともに、国が策定した手引きや事業等も活用しながら、業務継続計画
（BCP）の策定を推進する。
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（３）在宅医療における各職種の関わり
【具体的な内容抜粋】 １／２

《訪問歯科診療》

 在宅歯科医療を進めるに当たり、歯科診療所と後方支援機能を有する歯科医療
機関との連携や医科歯科連携は重要な課題であり、「在宅医療において必要な
連携を担う拠点」も活用し、圏域内の状況を踏まえ、地域の在宅歯科医療の目
指す姿について、関係機関等と共有しつつ、連携体制構築を進める。

《訪問薬剤管理指導》

 麻薬調剤や無菌調剤等の高度な薬学管理が可能な薬局の整備状況や実績につい
て把握・分析を行い、在宅医療に必要な医薬品等の提供体制を整備する。

 地域連携薬局の在宅医療への貢献について、今後調査を進めることとし、その
結果も踏まえて、取組を検討する。
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（３）在宅医療における各職種の関わり
【具体的な内容抜粋】 ２／２

《訪問リハビリテーション》

 在宅療養患者が居宅において生活機能の回復・維持を図る観点からリハビ
リテーション提供体制の整備は重要であり、その機能・役割について、明
確化する。

《訪問栄養食事指導》

 在宅療養患者の状態に応じた栄養管理を充実させるためには、管理栄養士
が配置されている在宅療養支援病院や栄養ケア・ステーション等の活用も
含めた訪問栄養食事指導の体制整備が重要であり、その機能・役割につい
て、明確化する。
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ご意見
いただきたい
事項

（１）都の「在宅療養の圏域設定」について

第７次東京都保健医療計画より【事業推進区域】として設定

都では、交通網の発達や高度医療提供施設の集積などの地域特性の下、患者の受療動向
等を踏まえ、疾病・事業ごとの医療提供体制に取り組んでおり、「在宅療養」は以下のと
おり設定している。

・入院医療：広域な区域（複数の区市町村、生活圏、二次保健医療圏等）

・在宅療養：区市町村

（２）その他


